
平成 21 年度「省エネルギー計測監視等推進事業」 

メール質疑応答１ 

 

区分 質問 回答 

申請 1 事業で同一企業の他店舗（たと

えばコンビニやスーパーなど）

の申請は可能か 

可能です。 

事業内容 機器設置の確認は確定検査と別

日程で実施されるのか。 

別日程で実施する予定です。 

事業内容 交付決定後の事業説明会はどこ

で、どのような内容を行うのか。 

場所は東京で、事務手続き等に関してご説

明する予定です。 

申請 計測装置、データ転送・受信装

置のほか、省エネのための制御

装置（たとえば、人感センサー、

ＣＯ２濃度計など）は補助対象

になるか。 

公募要領 p.5 の 1 行目に記載の通り、基本

機能以外の機能については不可分離的に有

し、かつその機能が本事業上有効である場

合には補助対象となります。個別の装置の

可否については、その機能が本事業上有効

であるか否かの判断は第三者委員会で行わ

れますので、ここではお答えできかねます。 

申請 事務所・デパート・ホテル・病

院・その他とあり、その他には

中小工場等と記されているが、

中小企業の定義としてはエネル

ギー管理という観点で考えてよ

いか。例えば、資本金とエネル

ギー管理の切り口として「資本

金 5億円」「エネルギーは第 1種、

第 2種、その他」で分けている。

今回の対象先として、想定され

ているのはどのような切り口な

のか。 

今回の補助事業において、中小工場の定義

は特に定めておらず、規模等による申請資

格の制限は設けておりません。 

（「公募説明会（訂正回答及び保留分）問答

集）参照） 

申請 今回の公募要領の中に補助対象

事業者は 20 事業者、計測対象施

設は約 1000 施設とありが、これ

は約 50の施設を持つ 1事業者を

対象として想定されているとい

うことか。 

事業者あたりの施設数については、明確な

数を決めているわけではありません。省エ

ネ診断事業者が申請者となり、同業種の複

数の顧客（建築主等）をまとめて申請され

る場合は、顧客（建築主等）ごとに申請書

を作成し、連番を付して申請してください。 



区分 質問 回答 

また省エネルギー診断事業者が

申請する場合、個別の顧客をま

とめて 1 申請（連番で個別申請

書） とすることは問題ないか。 

申請 今回の補助事業は、改正省エネ

法対応の補助金のように思われ

るが、そういった複数事業場を

もつ企業単位の計測事業のほう

が、採用される可能性は高いの

か。  

採用される可能性についてはお答えできか

ねます。今回の事業では、１申請に複数の

計測対象施設を有している申請を想定して

おりますが、１申請に単独の計測対象施設

の場合も審査対象外とするものではござい

ません。なお、審査の基準は公募要領４－

１（１）をご参照ください。 

申請 工場等の産業用顧客について採

用される可能性はあるのか。 

公募要領 p.2 に記載のとおり、業種分類「そ

の他」に中小工場を含みます。 

申請 「ガス、電力、熱(冷水・温水・

蒸気など)、用水などのうち、計

測対象とするエネルギー使用量

をメーターごとの・・・・」と

あるが、電力のみの「計測」「省

エネ診断」でよいのか。 

計測対象のエネルギー種類は、計測対象施

設のエネルギー使用状況等よりご判断くだ

さい。なお、エネルギー計測装置を用いな

いエネルギー種類・用途およびエネルギー

計測を行わないエネルギー種類・用途が存

在する場合は、様式２補助事業計画書の２

－２および２－３に、該当するエネルギー

種類・用途とその理由を記載してください。 

申請 (a)20 業者で 1000 箇所の測定予

定とされていますが、これによ

りると、一業者あたり 50箇所程

度となる。この測定ポイントは

50 箇所より多くてもよいのか。

また、多いほど、好意的に見て

もらえるのか。 

(b)業種の区分が示されている

が、一つの事業者が 9 分類すべ

てを測定点として持たなくては

ならないのか。あるいは、ひと

つの業者は、ひとつの業種のみ

の測定を行うのか。あるいは、

適当に業種が混在してもよいの

一事業者あたりの測定個所数については、

明確な数を設定してはおりません。また、

測定個所数と審査基準との関係については

お答えできかねます。審査項目については、

公募要領４－１（１）をご参照ください。

申請は建築主等単位でされるため、一つの

申請に対し一業種の場合が多いと想定して

おりますが、一申請に複数の業種が含まれ

ることを否定するものではございません。

また、省エネ診断事業者が複数の業種にわ

たる申請を行うことも否定しておりません

が、同時に一つの業種だけの申請も否定い

たしません。また、一つの省エネ診断事業

者が 9 分類全ての測定点を持たなければい



区分 質問 回答 

か。 けないということありません。 

経費 １－２（３）補助対象経費④利

益排除について省エネ診断事業

者（申請者）が計測装置等の工

事を行い、仕入れた計測装置等

の費用及び施工外注費に対して

適正利益を加算した金額にてリ

ース会社に販売する時、リース

会社への販売金額が補助対象経

費になると考えてよいか。  

ご質問のケースでは、リース会社への販売

金額が補助対象経費になります。ただし、

リース会社が申請者、その他の共同申請者

と、人的・資本的関係にない場合という制

約があります。 

申請 省エネ診断事業者が自治体（建

築主）と共同申請することは可

能か。 

可能です 

事業内容 省エネ診断事業者が自治体と共

同申請する場合、申請書に省エ

ネ診断事業者を選定した理由を

明記すれば競争入札等は必要な

しと考えてよいか。 

①省エネ診断事業者が申請者の場合、理由

の明記も不要で、競争入札等も不要です。

②省エネ診断事業者が申請者でない場合

（外注先の場合）、自治体の調達ルールに従

って下さい。なお、公募要領にあるとおり、

競争入札を必須とはしておりません。 

経費 省エネ診断事業者が自治体と共

同申請する場合、補助金は省エ

ネ診断事業者に支払われると考

えてよいか。この場合、自治体

の発注金額は補助金を差し引い

た金額での発注になるというこ

とでよいか。 

①省エネ診断事業者が申請者の場合、補助

金は省エネ診断事業者が省エネ診断を行う

にあたってかかった利益を含まない経費

（ただし人件費のみ）に対し支払われます。

支払先は申請者（省エネ診断事業者）です。

②省エネ診断事業者が申請者でない場合

（外注先の場合）、補助金は申請者（自治体

と想定されます）に支払われます。発注金

額は補助金を含んだ金額とし、補助金対象

経費は発注金額となり、その 3 分の 2 が補

助金として支払われます。 

経費 大規模ショッピングモールでそ

の中の全テナント（複数）にエ

ネルギー計測装置を設置しモー

ルの建築主（ビル管理会社）が

監視を行う形態は、補助対象と

補助対象です。 



区分 質問 回答 

なるか。 

事業内容 申請書類は、建築主毎に作成す

るとあるが、「建築主」の定義を

教えてほしい。 

また、１省エネ診断事業者が複

数のチェーン展開している企業

Ａ（10 店舗）・Ｂ（10 店舗）を

計測対象としている場合、申請

書類は、企業Ａ用で 1 部と企業

Ｂ用で 1 部の計 2 部を１省エネ

診断事業者がまとめて提出とい

う解釈でよいか。もしくは、企

業Ａ企業Ｂ合わせて 20部の申請

書を作成する必要があるのか。 

公募要領 p.2 「2）建築主等」に記載のと

おり、省エネルギー計測監視装置を設置し、

省エネ診断を受ける者です。 

 

申請書類は、企業Ａ用で 1 部と企業Ｂ用で

1 部の計 2 部を１省エネ診断事業者がまと

めて提出してください。なおその場合は、

公募要領 p.3 に記載のとおり、一括して提

出するとともに所定の位置に申請者の連番

を記入してください。 

事業内容 補助金の交付までの対象経費の

立替については、「補助対象事業

者」「建築主」「省エネ事業者」

など、立替すべき事業者につい

て、特に規定はあるのか。 

規程はございません。 

事業内容 他の補助金が含まれないことと

ありますが、今回の対象となる

経費が別の補助金の対象でない

こととの解釈であり、同時期に

まったく別の経費を他の補助金

制度を受けているなどの場合

は、対象となる経費がかぶって

いなければ問題ではないとの解

釈でよいか。 

他の補助金が含まれないこととは、今回の

対象となる経費が別の補助金の対象でない

こととの解釈です。 

申請 申請書の様式のなかで、年間の

エネルギー使用量を記入するシ

ートがあるが、これは直近 1 年

間の過去実績を記載するもとの

解釈でよいか。また、期間の指

定はあるのか。 

申請書の様式のなかで、年間のエネルギー

使用量を記入するシートとは、様式２の１

－２と理解しますが、ここには直近 1 年間

の過去実績を記載してください。 

なお、別添２では過去 3 ヵ年のエネルギー

使用量を記載してください。 



区分 質問 回答 

申請 建築主等とリース会社とが共同

申請する場合、リース会社から

は計測装置と省エネ診断を１社

に特定して発注する予定であ

り、診断費用、工事費用も含め

てリース料として回収する。こ

のようなスキームは本件事業で

は認められるのか。 

診断費用、工事費用含めてリース料とする

スキームは可能です。 

経費 計測機器、省エネ診断の発注は、

リース会社の資本が入っている

会社（50%出資、ただし非連結）

へ一括発注する予定です。この

とき、診断費用、機器費用とも

に利益排除の対象となるか。（建

築主とは資本関係は全くありま

せん） 

公募要領 p.6「④利益排除」に関係するご

質問だと思います。公募要領に記載の「申

請者の自社製品の調達、または資本もしく

は人的関係のある会社からの調達経費」に

ついて、その解釈を関係各所へ確認をいた

しましたが、この場合の「申請者」には共

同申請者たるリース会社も含まれるという

解釈です。また、資本または人的関係とは

以下の定義といたします。 

ア 資本関係 

連結財務諸表において連結対象となる申請

者または共同申請者の関係会社。 

 

イ 人的関係 次のa又はbに該当する二者

の場合。ただし、a は会社の一方が更生会

社又は再生手続が存続中の会社である場合

は除く。ａ 一方の会社の役員が、他方の会

社の役員を現に兼ねている場合 ｂ 一方

の会社の役員が、他方の会社の会社更生法

第 67 条第 1 項又は民事再生法第 64 条第 2

項の規定により選任された管財人を現に兼

ねている場合 

したがって省エネ診断事業者とリース会社

との関係が上記に該当する場合、①診断費

用は利益排除の対象となります。②機器費

用は、資本または人的関係のないメーカー



区分 質問 回答 

等からの購入費用には利益が含まれてよい

ですが、リース会社が省エネ診断事業者か

ら購入する費用からは、省エネ診断事業者

の利益排除が必要となります。 

事業内容 「省エネルギー診断書のひな

型」にもありますが、過去のエ

ネルギー消費の実績が、2006

年・2007年・2008年の３年の各

消費エネルギー量を記載する形

になっているが、例えば、５０

カ所の全ての事業所のデータが

揃っていなければいけないの

か。それは、大変な作業になり

るが、例えば、直近の１年間（２

００８年）のみでもよいか。 

計測対象施設が例えば 50 ヶ所の場合、50

ヶ所全ての事業所のデータを記入してくだ

さい。なお、ご質問は、別添２に関するも

のかと思いますが、念のために申し添えて

おきますと、別紙１として添付しておりま

す「省エネルギー診断書のひな型」は、本

事業の成果として提出いただく、省エネ診

断書の最低基準をお示ししたもので、今回

の申請にご提出いただく必要はありませ

ん。 

申請 ５０カ所が全て同業種の施設が

前提か。 

まず、今回の事業における 1 申請あたりの

計測対象施設数は 50 ヶ所と定めてはおり

ませんのでご留意下さい。その上で、１申

請書に対応する計測対象施設は、全てが同

種の施設である必要はありません。ただし、

申請書は建築主等ごとに作成いただく必要

があります。 

事業内容 補助対象事業者の事業者の定義

があれば教えてほしい。  

「補助対象事業者」とは「補助対象事業」

を実施する者です。「補助対象事業」とは、

ビルやテナント事業者等業務用用途におけ

る複数の既築建築物等において、エネルギ

ー計測装置の設置と省エネルギー診断を併

せて実施する、という一連の「行動」のこ

とを指します。 

申請 省エネ診断に資するデータを用

途ごとに計測する（多点）とあ

りが、用途ごとではなく全体（店

舗など全体）１点の計測ではい

けないのか。現状のエネルギー

使用状況の把握という観点では

省エネ診断に必要なエネルギー使用状況の

把握のための計測が 1 点で十分だと判断す

るのであれば、そのような申請としていた

だいてけっこうです。 
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１点でもいいように思う。  

経費 省エネ診断事業者と建築主等の

共同申請の場合、省エネ診断事

業者が自社製品であるエネルギ

ー計測装置を建築主等に販売し

た場合（建築主が資産計上）、 補

助対象額は、省エネ診断事業者

が建築主等に販売した金額にな

るのか。省エネ診断事業者が資

産をもって顧客にレンタル（リ

ース）等する場合は、利益を控

除した額が補助対象額 であり、

その場合は共同申請になるとの

ことだが、レンタル（リース）

ではなく販売した 場合におい

ても共同申請は可能なのか。そ

れともその場合は建築主の単独

申請になるのか。 

省エネ診断事業者が申請者である場合は、

省エネ診断事業者が建築主に販売した価格

から利益を排除した額が補助対象経費とな

ります。 

省エネ診断事業者が申請者になるか否かは

レンタルまたはリースの利用とは無関係で

あり、あくまで省エネ診断事業者の意思に

よります。 

レンタルまたはリースを利用した場合は、

レンタル会社またはリース会社が機器を購

入することになりますので、補助金はレン

タル会社またはリース会社に支払われま

す。 

レンタル会社またはリース会社が他の申請

者と資本または人的関係のない会社であれ

ば、補助対象経費は、レンタル会社または

リース会社が機器を購入した金額（利益を

含んだ金額）となります。 

事業内容 公募要領おいて、省エネルギー

計測監視装置等のリース調達に

ついては記載（公募要領 P3）が

あるが、リース調達で無く、レ

ンタル調達でも補助金給付の対

象となるか。 

レンタル調達でも補助金給付の対象となり

ます。 

経費 リース調達した場合、補助金申

請後、補助金給付がリース事業

者に交付(公募要領Ｐ6)となっ

ているが、リース事業者に交付

の補助金は、リース事業者より

建築主等（省エネ診断を受ける

者）に還元し、建築主等には、

最終的に、省エネルギー計測監

視装置等の導入、初回省エネ診

断書作成費用金額の１/３金額

リース事業者への交付の補助金は、リース

事業者が受領し補助金相当額をリース料か

ら控除することとなります。 



区分 質問 回答 

は負担して頂く認識でよいか。 

経費 リース事業者より建築主等に補

助金を還元する場合、還元方法

は、リース事業者と建築主等間

で、協議し、取り決めし、還元

すればよいか。 

補助金相当額がリース料から控除される契

約となるかは、申請時にご提出いただく契

約書案で確認させていただきます。 

経費 リース調達でなく、レンタル調

達の場合も同じ対応になるか。 

レンタル調達の場合も同様です。 

事業内容 今回の公募で、リース（レンタ

ル）調達にて、省エネルギー計

測監視装置等を導入した場合、

装置等は、2012/03/31 迄、建築

主等は、使用しなければならな

い。つまり、公募利用で、リー

ス（レンタル）調達の省エネル

ギー計測監視装置等の中途解約

は無い認識でよいか。 

リース（レンタル）調達の省エネルギー計

測監視装置等の中途解約は無い認識です。 

事業内容 今回の公募利用で、リース（レ

ンタル）調達の省エネルギー計

測監視装置等を、建築主等の事

情によりどうしても、補助対象

期間（2年目、3年目）にて中途

解約しなければならない場合、

既に、交付済みの補助金は、ど

のように対応する事になるの

か。 

所定の手続きで返還していただきます。 

申請 エネルギー計測装置の計測間隔

について何らかの指定はある

か。 

ありません。 

申請 （公募案内Ｐ４）「場所等の制約

を受けることなくエネルギー使

用量の監視ができるシステムで

あれば加点ポイントとする」と

いう一文がある。「場所等の制約

を受けない」とは、どの様な意

例えばインターネット環境がある場所であ

れば監視が出来るのであれば「場所等の制

約を受けない」とご理解ください。 



区分 質問 回答 

味か。 

事業内容 公募事業に採択され、省エネル

ギー診断にて、設備機器更新に

よる使用エネルギー削減が記載

された場合、建築主は設備更新

など何らかの義務を負うのか。 

法的な義務は負いません。 

申請 省エネルギー診断については無

償の診断（省エネルギーセンタ

ー等）でもよいか。また建築主

等自身で省エネルギー診断をす

るのはいか。 

無償の診断でもかまいません。建築主等自

身で省エネルギー診断を行うことでもかま

いません。 

ただし、外部委託する場合と同様、申請書

５．の実績等を記載してください。 

事業内容 省エネルギー診断の具体的な内

容・項目は決まっているのか。 

別紙１「省エネルギー診断書のひな型」を

ご参照ください。最低限記載していただき

たい内容・項目を例示しております。 

 事業概要書（別添１）の計測対

象の計測ポイント数には電気、

ガス、燃料、熱、水道が記載さ

れているが、本事業で導入する

エネルギー計測装置は様々なエ

ネルギーの測定ができることが

必須なのか。（例えば電気のみで

も良いのか。） 

 

省エネルギー診断に必要なエネルギーの計

測を行っていただくことを想定しておりま

す。 

電気だけの計測で十分であるとご判断され

るのであれば、そのような申請としてくだ

さい。 

なお、計測装置を用いない計測、または計

測を行わないエネルギーが存在する場合

は、申請書の２－２および２－３にその理

由を記載してください。 

経費 補助対象事業者に省エネ診断事

業者が入った場合の省エネルギ

ー診断費の積算はどのようにし

て行うのか。 

「省エネ診断事業者の従事した社員の健保

等級による人件費単価×労働時間」 

です。 

申請 現在、本社ビル（自社ビル）の

見える化を含めたＢＥＭＳ工事

を予定している。今回公募の補

助対象に該当するののか。  

業種「事務所・庁舎」として補助対象に該

当いたします。 

事業内容 公募要領を確認したいが以下の

機器及び工事は補助対象として

１）ソフトウェア 

公募要領 p.4 に記載されているアプリケー



区分 質問 回答 

考えてよいか。 

１）ソフトウェア 

２）計測装置（マルチメーター

等） 

３）上記装置の取付及び調整工

事 

４）データ送受信装置（Ｌｏｎ

ルータ、ネットワーク機器等） 

５）ＬＡＮ工事 

６）計測装置からデータ送受信

装置までの配線工事  

ションシステムに該当するものであれば、

補助対象となります。 

２）計測装置（マルチメーター等） 

公募要領 p.1 の①に該当するエネルギー計

測装置であれば補助対象経費となります。 

３）上記装置の取付及び調整工事 

上記装置が補助対象であれば取付および調

整工事も補助対象経費となります。 

４）データ送受信装置（Ｌｏｎルータ、ネ

ットワーク機器等） 

本事業のためだけに用いられる、データ送

受信装置であれば補助対象経費となりま

す。他目的に利用可能なものであれば補助

対象経費とはなりません。 

５）ＬＡＮ工事 

既存 LANとの接続のための工事費用は対象

となります。 

６）計測装置からデータ送受信装置までの

配線工事 

計測装置からデータ送信装置までの配線工

事は補助対象経費となります。データ送信

装置から受信装置までの配線工事は、本事

業のためだけに用いられる配線であれば補

助対象内となります。 

事業内容 公募要領の１６ページの年間ス

ケジュールを確認したいが９月

上旬の交付決定通知、事業説明

会の後に発注、契約、工事を行

うことが必須か。 

先にご回答したとおり、発注、契約、工事

は交付決定後とすることが必須となりま

す。 

事業内容 経済産業省の「国内クレジット

制度ソフト支援事業」の無料省

エネ診断に応募申請を予定して

いる建築主は、今回の公募に応

募できるか。 

「国内クレジット制度ソフト支援事業」で

補助または助成される経費を、 

今回の事業における補助対象経費として申

請されなければ、応募して 

いただいて結構です。 

申請 現在、本社ビル（自社ビル）の 補助金交付決定前に発注された工事の経費



区分 質問 回答 

見える化を含めたＢＥＭＳ工事

を予定している。 

補助の交付決定が９月上旬ごろ

となっているが交付決定前に工

事を着工していた場合はどうな

るのか。 

については補助対象外となります。 

申請 不動産投資信託会社からの申請

について、いくつものビルや施

設を持つ不動産投資信託会社か

ら、いくつかのビル、施設の申

請を考えているが、申請書はフ

ランチャイズ展開している店舗

と同様に１つにまとめて申請し

てもよいか。 

申請書は建築主等ごとに作成していただき

ます。したがって、不動産投資信託会社が

建築主等となる場合は計測対象となるいく

つかのビル、施設を一つの申請書で申請し

てください。 

申請 補助対象事業者を建築主等とす

る場合は、省エネ診断事業者を

共同申請者にすることは、でき

るのか。 

建築主等が申請する場合、省エネ診断事業

者が共同申請者として申請することは想定

しておりません。 

p.3 の表のいずれかのパターンで申請をし

てください。 

事業内容 共同申請者に省エネ診断事業者

を申請できる場合の省エネ診断

事業者とは省エネ診断業務を請

負う会社でもよいか。 

共同申請者の省エネ診断事業者

が直接、省エネ診断をせずに省

エネ診断業務を下請けさせても

よいか。 

本申請に関係する省エネ診断事業者の位置

づけについてお知らせいたします。 

本事業の申請に関係する省エネ診断事業者

は、省エネ診断を実際に行う者としてくだ

さい。 

「本事業の申請に関係する」とは、申請者、

補助事業者から委託を受ける者（いわゆる

外注の位置づけ）のいずれかとご理解くだ

さい。 

申請 複数年にまたがりシステム構築

するような場合、今年度分だけ

でも申請できるか。 

次年度以降の工事分で工程上今

年度設置する設備等（今年度稼

働しない）も含めて今年度申請

できるか。 

今年度機器を設置し計測するものだけを補

助対象経費としてください。 

 

今年度稼動しない設備は補助対象外となり

ます。 

 

次年度以降のことについては弊社では分か



区分 質問 回答 

また次年度以降分は来年あらた

めて申請したいが、次年度以降

も事業は継続されるか。 

りかねますのでご回答差し上げることは出

来ません。 

事業内容 各種エネルギー計測する場合、

ある程度細分化した計測が必要

と考えるが、計測の細分化の度

合い（設備区分ごとに各階ごと

計測など）について制限や条件

などあるか。 

計測の細分化の度合い（設備区分ごとに各

階ごと計測など）について制限や条件など

はありません。 

事業内容 エネルギー削減量・削減率・費

用対エネルギーについて具体的

数値条件があれば教えてほし

い。 

エネルギー削減量・削減率・費用対エネル

ギーについて具体的数値条件はありませ

ん。 

審査手続 今年度の公募は今回１回限り

か。秋以降に二次公募の予定は

あるのか。 

現在、秋以降に二次公募の予定はありませ

ん。 

審査手続 公募要領の年間スケジュールで

は、交付決定・交付決定通知が

８月下旬～９月上旬となってい

る。今回の公募結果（交付決定

補助事業・事業者）は、公開さ

れるのか。公開される場合、そ

の公開方法・時期はどのように

なるのか。 

下記のとおり公開することとなっておりま

す。 

公開方法：日本総研の HPで公開します。 

公開時期：8 月下旬から 9 月上旬の補助事

業者決定後速やかに行います。 

申請 大学を対象施設とする場合、同

一敷地内にある研究棟、事務棟、

実験棟、各学部棟などをそれぞ

れ一施設とカウントするのか、

それとも同一敷地内の建物をま

とめて一施設とするのか。因み

に、消費エネルギー量は同一敷

地内全体でまとめて計測したデ

ータしかない。 

ご質問のような施設の場合、同一敷地内に

ある棟ごとに一施設としてカウントするこ

とを想定しておりましたが、エネルギー量

がまとめて計測したデータしかないという

ことであれば一施設として申請していただ

いても結構です。 

ただしその場合は、３－４エネルギー計測

システム図等で同一敷地内の複数の棟を対

象とすることが分かるようにしてくださ

い。 

または、それぞれの棟を別施設とカウント



区分 質問 回答 

して、１－２と別添２のエネルギー使用量

の項目を、合計値だけ記載するという方法

でも結構です。 

申請 大学を事業主として申請する場

合、省エネ診断を外部委託する

と、事業主としての人件費もゼ

ロとなり、経費明細表に事業主

の経費がゼロで、経費はすべて

計測装置費や工事費、委託費だ

けになるが、このような経費明

細でも構わないのか。 

そのような明細で結構です。 

人件費の欄は、省エネ診断事業者が申請者

となった場合のみに使用します。 

経費 リース事業者との共同申請の場

合、補助金はリース事業者に交

付される。とあるが、機器はリ

ース事業者から調達し、省エネ

診断は別業者に委託する場合、

省エネ診断も含めてリース契約

とする必要があるのか。 

必ずしも省エネ診断費をリースとする必要

はありません。 

機器の費用はリース、省エネ診断費は一括

で支払うという形態でも結構です（全てを

リースという形態でもかまいません）。 

経費 様式１申請書 2ページ目の「記」、

4（１）の補助事業に要する経費

と、（2）補助対象経費の違いは

何か。（１）補助事業に要する経

費には、データ監視用 PCなど本

事業を遂行するために必要だ

が、それ以外の目的にも使用す

るために、 補助対象とならない

費用も合算して記載するのか。 

申請書 2ページ目の「記」、7（注）

（１）の申請者の経理の状況～

は、「別提出の事業実績参照」で

よいか。 

  それとも様式１に別途添付す

る必要があるか。 

今回の事業で調達するが、補助対象経費と

ならない経費（PC購入等）を含めて記載し

てください。 

 

申請者の経理の状況は、公募要領 p.11 の３

－５の表に記載の「事業実績」（直近 3期分）

のことです。 

申請 補助事業に係る資金計画書は指

定のフォーマットがないが、様

申請書９．経費明細に近いフォーマットと

してください。（「補助金以外の経費の調達



区分 質問 回答 

式１の別紙１と同等でよいか。 

また、補助金以外の経費の調達

計画を記載することになってい

るが、これは、社内の環境対策

予算より調達・・・などの一文

でよいか。 

計画」が付加しただけで全く同じフォーマ

ットでもかまいません。ただし、資金計画

ですので、省エネルギー診断を申請者自身

が行う場合は、人件費は資金調達計画から

外れます。あくまで外部に支払う資金を記

載してください。）補助金以外の経費の調達

計画とは、「社内の環境対策予算より調達」

や「銀行からの融資」等の一文でお願いし

ます。 

申請 様式 2 2 2-1 エネルギー計測ポ

イントの記載欄に、エネルギー

種類と用途を記入する欄がある

が、 同様のエネルギーで用途が

異なる場合（電気で、動力と照

明など）は、項目を分けて記載

する必要があるのか。それとも、

あくまでエネルギーの種類別の

記載だけでよいか。 

同様のエネルギーで用途が異なる場合は項

目を分けて記載してください。 

申請 様式 2 3-4 エネルギー計測シス

テム図に記載するシステム図

は、計測場所ごとで構成が異な

る場合、その全てのパターンを

記載する必要があるか。 

大きく異なる場合はパターンごとに記載し

てください。この図はどのエネルギー種別

用途を計測し、どのような手段でデータ転

送をし、データ監視はどこで行うかという

ことをひと目で把握するためのものですの

で、エネルギー種別・用途が施設により微

妙に異なる場合は、注記等をつけるなどし

て（例えば「ガスは一部の施設では機器に

よる計測対象外」等）枚数を省力していた

だいてけっこうです。 

申請 別添 3 エネルギー計量計画図に

記載するシステム図は、様式 2 

3-4 のエネルギー計測システム

図と同じ内容でよいか。 

3-4 のエネルギー計測システム図とは書き

方が異なりますが、内容が同じ場合があり

ます。ただしまったく同じ内容とはならな

い可能性もあります。別添 3 は計測ポイン

トを正確に記載していただきますが、3-4

は上記の通りひと目で把握することが目的

ですので、例えば別添 3 の「照明コンセン



区分 質問 回答 

ト」は 3-4 ではひとまとめとしていただい

て結構です。 

申請 小企業が集まって協同組合を組

織していますが、組合では電気

を電力会社から特別高圧で購入

し、各工場に高圧で配電供給す

る共同受配電をおこなってい

る。 

公募要領１－２においてビルや

テナント事業者等業務用用途に

おける複数の既築建築物等と記

載されているが、同（２）※の

業種「その他」には中小工場等、

一部産業用用途の建物も含むと

あるので、小企業の協同組合の

工場群や組合事務所が公募対象

となるか。 

協同組合の工場群および組合事務所は公募

の対象となります。 

なお応募の際、協同組合が公募要領に記載

の「建築主等」となる場合は、組合が機器

の購入および省エネ診断費の支払いを行い

組合に補助金が支払われるパターンか、組

合がリース料を支払いリース会社に補助金

が支払われるパターンとなります。 

それぞれの工場が建築主等となる場合は、

工場ごとに申請書を出していただくことと

なります。 

申請 省エネ診断事業者が補助金交付

を受けた場合、診断事業者が省

エネ診断機器設置工事を併せて

実施する事ができるのか。 

「省エネ診断事業者が補助金交付を受けた

場合」というのは、省エネ診断事業者が申

請者となった場合と理解いたします。その

場合、診断事業者自身が工事を行うことは

可能ですが、申請者自身から工事を「調達」

することになりますので、公募要領 p.6 の

「④利益排除について」に該当いたします。 

したがって、工事費用は人件費として計上

していただきます。 

なお、工事業者選定にあたっては、一般競

争入札または三社以上の競争入札が必要と

なります。 

なお、省エネ診断事業者が申請者でない、

外注先の場合は利益排除の対象外となりま

す。 

ただし、この場合も、工事委託先の選定に

際しては一般競争入札または三社以上の競



区分 質問 回答 

争入札が必要となります。 

経費 省エネ診断事業者が補助金交付

を受け、100%子会社に診断機器

設置工事を発注した場合、利益

控除の対象となるのか。 

公募要領に記載の「資本または人的関係の

ある会社」とは、以下のア、イのいずれか

に該当する会社のことです。 

ア.連結財務諸表において連結対象となる

申請者または共同申請者の関係会社。 

イ.次の a 又は bに該当する二者の場合。た

だし、a は会社の一方が更生会社又は再生

手続が存続中の会社である場合は除く。 

ａ 一方の会社の役員が、他方の会社の役員

を現に兼ねている場合 

ｂ 一方の会社の役員が、他方の会社の会社

更生法第 67 条第 1 項又は民事再生法第 64

条第 2 項の規定により選任された管財人を

現に兼ねている場合 

 

したがって、省エネ診断事業者が申請者で、

かつ工事を行おうとする会社が上記に該当

する場合、利益排除の対象となります。 

省エネ診断事業者が申請者でない、つまり

外注先の場合は工事業者が連結対象の子会

社であっても利益排除の対象とはなりま 

せん。 

なお、工事業者の選定にあたっては、1.の

回答と同様省エネ診断事業者の立場の如何

にかかわらず、一般競争入札または三社以

上の競争入札が必要となります。 

申請 補助対象事業はひとつの事業所

のみで監視・計測装置を 導入

する場合は、補助の対象になら

ないのか。 

基本的には複数の事業所等の計測監視およ

び省エネ診断を想定しておりますが、業種

や業態によっては、一施設のみを対象とし

た申請もありうると考えております。 

したがって１施設の応募も受付けます。 

一施設のみの申請が妥当であるか否かにつ

いては、業種の特性および普及性、省エネ



区分 質問 回答 

効果等を考慮し判断いたします。 

経費 補助対象経費のうち、データ転

送のための通信費というのがあ

るが、これは、実際の電話等の

通信費ではなく、事業者が設定

するデータ提供サービス料金と

いう認識でよいか。  

「データ転送のための通信費」とは、デー

タ転送をする際に、例えば携帯電話のパケ

ット通信を利用するために発生する通信費

用の事を指します。 

経費 今年度分というのは、1 月 22 日

までに支払われた通信費が対象

になるのか。  

今年度分は、1月 22 日までに支払われた通

信費が対象となります。 

経費 省エネ診断業者と建築主との共

同申請の場合においては、デー

タの提供元が省エネ診断業者の

場合、そのデータ転送のための

通信費は利益控除の対象となる

のか。  

「データ転送のための通信費」とは、デー

タの通信費用のことですので、支払先は

NTT、KDDI 等の通信事業者を想定しており

ます。 

したがって、ご質問のようなケースは発生

しないのではないかと考えます。 

申請 設置済みの計測システムを使用

し、省エネ診断を行い、継続し

ていく。補助金の対象は、人件

費を中心とする省エネ診断のみ

になるが、このようなケースは

対象に含めてよいのか。 

本補助事業の対象事業は、「エネルギー計測

装置の設置と省エネルギー診断を併せて実

施する事業」となっております。 

したがって、設置済みの計測システムのみ

を使用した省エネ診断は本補助事業の対象

外となります。 

事業内容 省エネ診断効果について、改善

提案の中には、①すぐに実施が

できる運用改善型の提案や、②

少しの工事を必要とする提案、

③空調機器本体の更新のよう

に、大きな費用と時間のかかる

提案があると思う。 

H２２年度に、①を即実施、翌年

度②を実施、③については、３、

４年先に実施予定とした場合、

省エネ効果として記入できうる

範囲は、どこまでになるのか。 

省エネ診断によって提案した改善事項全て

です。 

したがって、③空調機器本体の更新（３、

４年先）まで省エネ効果として記入できう

る範囲です。 

申請 計測対象施設情報について、年 様式２の１－２は直近（2008年のデータを



区分 質問 回答 

間のエネルギー使用量は、何年

の何からの年間データを記載す

るのか。 

記載してください）。別添２は 2006～2008

年の 3年間のデータを記載してください。 

 

 


